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  発表日：2022年６月１日（水） 

豪州､外需に不透明感も内需の堅調さが景気を支える展開が続く 

 ～インフレと金融引き締めの一方､商品市況上振れと雇用回復も続くなど好悪双方の材料が混在～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

主席エコノミスト 西濵 徹（℡：03-5221-4522） 

（要旨） 

 コロナ禍の豪州は､当初は封じ込めに成功するも､その後は度々感染拡大が直撃して実体経済に深刻な悪

影響が出た｡ただし､ワクチン接種の進展を追い風にウィズ･コロナ戦略が維持されており､年明け以降の感

染再拡大に際しても経済活動が維持されている｡なお､感染抑制行動を受けて人の移動は弱含む展開が続

く一方､商品市況の上振れや行動制限の緩和は景気を押し上げるなど､好悪双方の材料が混在している｡ 

 1-3月の実質 GDP成長率は前期比年率＋3.05％と 2四半期連続のプラス成長となるも､中期的な基調は

頭打ちの兆候がうかがえる｡中国景気の減速などが外需の重石となる一方､雇用回復やペントアップ･ディマ

ンドの発現が家計消費を押し上げ､企業部門の設備投資も堅調に推移するなど内需が景気を下支えしてい

る｡他方､分野別では外需の不透明さや大洪水が鉱業や農林漁業の生産の足かせになったが､これら以外

の生産は拡大した｡実質 GDP もコロナ禍前の水準を上回るなど､豪州経済はその影響を克服している｡ 

 インフレが顕在化するなか､中銀も金融引き締めに動くなど景気の逆風となる懸念がある一方､商品市況の

上振れや雇用改善の動きは景気を下支えすると見込まれる｡また､中銀の利上げ実施は調整が続いた豪ド

ル相場の底入れを促しており､タカ派姿勢は下支え要因になるであろう｡政権交代後も外交政策は維持され

る一方､内政面では不透明感がくすぶるなか､景気や物価動向に影響を与える可能性はくすぶるであろう｡ 

 

コロナ禍の豪州を巡っては、当初は国境封鎖をはじめとする強力な感染対策による封じ込めに成功し

たものの、昨年以降は検疫を擦り抜ける形で感染拡大の動きが広がるとともに、同国第２の都市メルボ

ルンでは『世界最長』の都市封鎖（ロックダウン）が実施されるなど経済活動に深刻な悪影響が出る事

態に見舞われた。しかし、同国は当初こそ欧米など主要国と比べてワクチン接種が遅れる展開が続いた

ものの、昨年後半以降の接種率は世界平均

を上回るとともに、足下では世界的にみて

も接種が進んでいる国のひとつとなって

いる。よって、年明け以降はオミクロン株

による感染再拡大に直面しているものの、

ワクチン接種を前提に経済活動の正常化

を図る『ウィズ・コロナ』戦略を維持する

など景気を優先する姿勢が採られてきた。

他方、年明け以降の新規陽性者数は２月初

旬をピークに一旦は頭打ちしたものの、３

月末にかけて再び拡大する事態となった

図 1 COVID-19 コミュニティ･モビリティ･レポートの推移 

 

（出所）CEICより第一生命経済研究所作成 
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ほか、その後は再び頭打ちするも依然として高水準で推移するなど感染収束にほど遠い状況が続いてい

る。結果、政府はウィズ・コロナ戦略を維持するなど経済活動の正常化を優先する動きをみせているも

のの、新規陽性者数の高止まりを受けて医療機関や検査施設に圧力が掛かるとともに、感染予防に向け

た行動規制の動きが広がったことで人の移動に下押し圧力が掛かる動きもみられる。こうした状況では

あるものの、行動制限の解除や国際商品市況の上振れなども追い風に雇用環境は改善の動きを強めてい

るほか、ペントアップ・ディマンドの発現を追い風に小売売上高は上振れする動きが確認されている。

さらに、国際商品市況の上振れも追い風に交易条件指数は大幅に上昇して過去最高水準を更新する展開

が続いており、こうした動きは国民所得を押し上げることが期待される。他方、足下のインフレ率は加

速の動きを強めて約 21年ぶりの高水準となるなど（注１）、家計部門にとっては実質購買力の重石とな

る動きも顕在化している。また、足下では最大の輸出相手である中国経済が当局の『ゼロ・コロナ』戦

略への拘泥を受けて下振れしているほか、豪政府（モリソン前政権）との関係悪化を理由に様々な『嫌

がらせ』の動きを強めるなど外需を取り巻く環境に不透明感が高まる動きもみられる。このように足下

の豪経済を巡っては好悪双方の材料が混在する状況にあると捉えられる。 

こうした状況ながら、１-３月の実質ＧＤ

Ｐ成長率は前期比年率＋3.05％と前期（同

＋15.30％）からペースは鈍化するも２四半

期連続のプラス成長で推移するなど、足下

においては景気の底入れが続いていること

が確認された。ただし、中期的な基調を示

す前年同期比ベースの成長率は＋3.3％と

前期（同＋4.4％）から伸びが鈍化しており、

昨年半ばにかけての感染再拡大に伴う景気

下振れの影響を勘案する必要はあるもの

の、コロナ禍からの景気回復の動きは頭打

ちの様相を強めている。欧米をはじめとす

る主要国を中心とする世界経済の回復にも

拘らず、上述のように中国景気が減速感を

強めていることが重石となる形で輸出は減

少傾向で推移するなど、外需は景気の重石

となる展開が続いている。一方、上述のよう

にインフレが顕在化しているにも拘らず、

雇用環境は回復や行動制限の緩和によるペ

ントアップ・ディマンドの発現も重なり家

計消費が押し上げられる展開が続いている

                                                   

注１ ４月 28日付レポート「豪州、商品高でインフレ率は約 21年ぶりの水準に加速（Asia Weekly (4/22～4/28)）」 

  （https://www.dlri.co.jp/files/macro/186250.pdf） 

図 2 実質 GDP成長率(前期比年率)の推移 

 

（出所）CEICより第一生命経済研究所作成 

図 3 実質 GDP成長率(前期比年率)の推移 

 

（出所）CEICより第一生命経済研究所作成 

https://www.dlri.co.jp/files/macro/186250.pdf
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ほか、低金利環境の長期化も追い風に企業部門による設備投資需要も下支えされている上、政府による

景気下支え策は政府需要を押し上げるなど、幅広く内需が堅調な推移をみせていることが景気を下支え

している。分野別の生産の動きをみると、国際商品市況は幅広く上振れしているにも拘らず、外需を巡

る不透明感に加え、同国南東部で市場最悪の洪水が発生したことが影響して鉱業部門や農林漁業関連の

生産は下振れしている。一方、国際金融市場における通貨豪ドル安を受けた輸出競争力の向上を受けて

製造業の生産は底打ちしているほか、設備投資や住宅需要の活況を反映して建設業の生産も拡大が続い

ている上、家計消費をはじめとする内需の堅調さを裏打ちして幅広くサービス業の生産は拡大の動きが

続いている。さらに、実質ＧＤＰの水準はコロナ禍の影響が及ぶ直前である 2019 年末時点と比較して

＋4.5％上回ると試算されるなど、豪州経済はマクロ面でコロナ禍の影響を克服するとともに、家計消

費を中心とする内需の堅調さが景気回復を促していると捉えられる。 

なお、先行きについては足下のインフレ率が約 21年ぶりの高水準に加速している上、当面は一段の上

振れが見込まれるなど家計部門にとっては実質購買力の下押し圧力となるとともに、今後はペントアッ

プ・ディマンドの一巡も重なることで家計消費は下振れが避けられないと予想される。他方、中銀（豪

州準備銀行）は先月の定例会合において 11

年半ぶりの利上げ実施を決定するととも

に、先行きの政策運営を巡ってコンスタン

トな利上げ実施に含みを持たせる姿勢をみ

せている（注２）。昨年来の豪ドル相場は米

ＦＲＢのタカ派傾斜に伴う米ドル高も追い

風に調整局面が続いてきたほか、４月以降

は調整の動きを強める展開がみられたもの

の、中銀が引き締め姿勢への本格転換に動

いたことで足下の豪ドル相場は米ドルに対

して底打ちしており、日本円に対しても再

び底入れしている。当面については景気を巡る不透明感が重石となる可能性はくすぶるものの、中銀の

タカ派姿勢が豪ドル相場を下支えする展開が続くと予想される。なお、同国では先月の連邦議会下院（代

議院：総議席数 151）の総選挙において労働党が勝利して９年ぶりの政権交代が行われ、同党の党首で

あるアルバニージー氏が首相に就任する形で新政権が発足している（注３）。総選挙直後の時点では労

働党の議席数は単独で半数を上回る水準を獲得出来ず、緑の党をはじめとする『環境政党』との連立を

余儀なくされるなどキャスティング・ボートを握ることが懸念された。しかし、選挙管理委員会の公表

資料では労働党の獲得議席数は 7と単独で半数を上回る水準を確保出来ており、実体経済への影響を無

視した過度な環境政策に振れるリスクは後退していると捉えられる。アルバニージー政権を巡っては、

                                                   

注２ ５月６日付レポート「豪中銀、約 11年半ぶりとなる利上げ実施を決定」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/186331.html） 

注３ ５月 23日付レポート「豪州、９年ぶりの政権交代も、新政権の政権運営は極めて「未知数」」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/187923.html） 

図 4 豪ドル相場(対米ドル､日本円)の推移 

 

（出所）Refinitivより第一生命経済研究所作成 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/186331.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/187923.html
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発足直後に日米豪印４ヶ国の協力枠組み

（Ｑｕａｄ）首脳会合に参加するとともに、

米国が主導するＩＰＥＦ（インド太平洋経

済枠組み）に参加表明を行うなど（注４）、

外交政策はモリソン前政権の路線を踏襲し

ており、アジア太平洋を取り巻く環境が厳

しさを増すなかで政権交代が不透明要因と

なる事態は避けられている。ただし、内政

関連では未知数のところが少なくないな

ど、その方向性によって景気動向が左右さ

れる可能性があるほか、物価動向や金融政

策の行方に影響を与えることに留意する必要はあろう。 

以 上 

                                                   

注４ ５月 24日付レポート「ＩＰＥＦ（インド太平洋経済枠組み）は 13ヶ国の参加で始動」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/187940.html） 

図 5 連邦議会下院(代議院)の党派別獲得議席数 

 

（出所）豪州選挙管理委員会より第一生命経済研究所作成 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/187940.html

